
 

事業事前評価表 

国際協力機構地球環境部 

環境管理・気候変動対策グループ 

     

１．案件名（国名）                                                  

国 名： フィリピン共和国（フィリピン）    

案件名： サステナビリティと透明性枠組み強化プロジェクト 

   Project on Strengthening Sustainability and Transparency Framework 

     

２．事業の背景と必要性                                    

（１） 当該国における気候変動セクターの開発の現状・課題及び本事業の位置付け 

フィリピンは世界でも最も自然災害リスクの高い国であり、甚大な人的・経済的被害が

発生している。今後は気候変動により災害リスクが更に増大するため、持続的な経済成長

と脱炭素社会の同時実現のためには、適応・緩和双方の更なる取り組みが必要である。フ

ィリピンは、2009 年 10 月に気候変動法（Climate Change Act of 2009）を制定し、気候変

動を政府の計画と意思決定プロセスに主流化し、気候変動の緩和と適応の枠組みの確立を

目指し、気候変動委員会（CCC）を設置した。CCC のもとで、気候変動に係る国家枠組戦

略・国家気候変動行動計画・地方気候変動行動計画の策定と実施についても同法で明記し、

国家枠組み戦略は 2010 年、国家気候変動行動計画は 2011 年にそれぞれ策定され、地方気

候変動行動計画は全国 1,715 の地方政府機関（LGU）のうち 1500 弱が策定済み（2023 年

12 月時点）である。フィリピン政府は、2021 年 4 月に国連気候変動枠組条約（UNFCCC）

事務局に自国が決定する貢献（NDC）を提出しており、緩和について、何も対策を講じな

かった場合（BAU）に比べ、温室効果ガス（GHG）排出量を 2030 年までに 75％削減（条

件付きで 72.29％、条件無しで 2.71％）を目指している。 

フィリピンの気候変動対策・政策の策定・実施を支援・促進することを目的としたプロ

グラムローン「Climate Change Action Program （CCAP）」をアジア開発銀行（ADB）と

フランス開発庁（AFD）が 2020 年に開始し、JICA は、ADB・AFD との協調融資で、円借

款事業「気候変動対策プログラム・サブプログラム 2」の円借款貸付契約に調印した

（2025 年 3 月／350 億円）。CCAP は 3 つのサブプログラム（SP）（SP1：実施体制の整

備、SP2：政策アクションの深化と確実な実施、SP3：政策アクションの更なる普及・拡

大）を通じ、3 つの分野（①気候変動対策資金導入のための制度・体制強化、②気候変動

の影響に対する強靭性の強化（適応）、③低炭素社会の実現にむけた計画・実施能力の強

化（緩和））において、フィリピンの気候変動対策に係る政策を支援し、同国政府の政策

策定・実施能力の強化を図るものである。 

CCAP の分野①（気候変動対策資金導入のための制度・体制強化）での取り組みにより、

フィリピンは 2021 年 4 月に NDC を提出しており、NDC に掲げた GHG 排出削減目標の達

成にむけた関連施策の実施および NDC の更新作業が必要な状況である。フィリピン政府

は、2014 年の国別報告書（National Communications）で 2000 年時点の GHG インベント



 

リを報告したが、その後長らく更新・提出ができず、パリ協定下での隔年透明性報告書

（Biennial Transparency Report; BTR）の初回 BTR を 2025 年 3 月に提出し 2020 年・

2022 年分の GHG インベントリを報告しており、フィリピン政府の透明性への対応には課

題がある。また、フィリピンでは、2019 年に上場企業を対象としたサステナビリティ情報

開示が義務化されており、現在の対象者数は 285 社である。報告率は 90％以上と高いが、

データの信頼性や報告内容の質には課題が多く、また各社からの報告書の提出を促進し、

その提出先である証券取引委員会がその報告内容の評価等を行う能力強化が必要な状況で

ある。 

上述の状況を踏まえ、本事業において、持続可能なプロジェクト管理の能力1を強化し、

サステナビリティ報告の開示と透明性2を向上させ、国内外の合意に基づく気候変動対策の

実施とモニタリングの能力の構築を図り、もってフィリピン政府の気候変動に係る取り組

みを促進する。本事業は、上述した CCAP の SP2（政策アクションの深化と確実な実施）

の分野①（気候変動対策資金導入のための制度・体制強化）の取り組み・成果の維持・発

展に貢献する。 

 

（２） フィリピンに対する我が国及び JICA の協力方針等と本事業の位置づけ、課題別事

業戦略における本事業の位置づけ 

我が国の「対フィリピン共和国国別開発協力方針」（2023 年 9 月）では重点分野「包摂

的で強靭な成長のための人間の安全保障の確保」において、気候変動等の協力を実施し、

脆弱性の克服等を図るとしている。また、JICA 国別分析ペーパー（2024 年 3 月）では、

質の高い経済成長と雇用創出・生計向上の好循環を創出するための阻害要因となりうる各

種脆弱性・リスクへの対応強化として、気候変動・災害・環境管理対応への支援を重点分

野の一つとして掲げており、本事業はこれを支援するものと位置付けられる。 

グローバルアジェンダ「気候変動」では、開発途上国がパリ協定に規定された各種対応

を着実に実施し、気候変動への対策が可能となるよう、気候変動対策の各種計画策定・更

新、実施、モニタリング、BTR の策定等に必要な協力を行うこととしている。本事業は上

記方針に合致した協力内容であり、「パリ協定の実施促進」クラスターの「計画策定／実

施支援」及び「GHG インベントリ／透明性枠組強化」に位置づけられる。 

本事業は、持続可能な開発目標（SDGs）のゴール 13「気候変動とその影響への緊急の

対処」に資するものである。 

 

（３） 他の援助機関の対応 

 CCAP のサブプログラム 1（SP1）は、ADB（250 百万ドル）と AFD（150 百万ユー

 
1 本事業における「持続可能なプロジェクト管理」は、フィリピン国が気候変動に係る目標達成にむけて実施するプロジ

ェクトを持続的に実施する能力を指す。 

2 本事業における「透明性」は、パリ協定のもと各国が温室効果ガスの排出削減目標の達成にむけた取り組みの実施状況

や進捗状況を報告し各国と共有する仕組みを指す。 



 

ロ）、サブプログラム 2（SP2）も ADB（500 百万ドル相当）と AFD（270 百万ドル相当）

によるユーロでの協調融資となる。 

 世界銀行は、2023 年に「災害管理・気候変動プログラムローン」（500 百万ドル）と

「持続的回復に向けたプログラムローン」（750 百万ドル）、2022～23 年に「強靭で持続

的な金融に向けたプログラムローン」（22 年 400 百万ドル、23 年 600 百万ドル）等によ

りフィリピンの気候変動対策を支援している。 

      

３．事業概要                                                     

（１） 事業目的    

本事業は、フィリピンの気候変動関係省庁において、持続可能なプロジェクト管理

を行う能力強化、企業のサステナビリティ報告の強化、透明性枠組みの強化を行うこ

とにより、気候変動対策の実施・モニタリング強化を図り、もってフィリピンの気候

変動に係る取り組みの促進に寄与するもの。 

（２） プロジェクトサイト／対象地域名 マニラ 

（３） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：財務省（DOF）、環境天然資源省（DENR）、証券取引委員会（SEC） 

約 40 名 

最終受益者：フィリピン国民 約 1.1 億人 

（４） 総事業費（日本側） 約 3 億円（詳細計画策定調査の実施分を含む） 

（５） 事業実施期間 2026 年 1 月～2028 年 12 月を予定（計 36 カ月） 

（６） 事業実施体制 

財務省、環境天然資源省、証券取引委員会 

（７） 投入（インプット）    

１）日本側  

① 専門家派遣（合計約 99.2M/M）：気候変動、サステナブル・ファイナンス、サス

テナビリティ報告、透明性／GHGインベントリ、業務調整等 

② 研修員受け入れ：サステナビリティ報告・気候変動対策等 

③ 機材供与：無し  

④ セミナー・ワークショップ 

⑤ 必要に応じて、ソフトウェア等 

２）フィリピン国側 

① カウンターパートの配置 

② 案件実施のためのサービスや施設、現地経費の提供 

（８） 他事業、他開発協力機関等との連携・役割分担 

１）我が国の援助活動 

⚫ 日本国環境省「コイノベーションのための透明性パートナーシップ（PaSTI）」 

「日本国環境省とフィリピン環境天然資源省との間の環境分野における協力覚書」

（2023 年 12 月締結）に基づく気候変動分野（緩和・適応）に係る協力の一環とし



 

て「コイノベーションのための透明性パートナーシップ（PaSTI）」を実施中。

2025 年度の PaSTI の活動は、DENR を主な対象として、同国の透明性強化に係る能

力強化として民間事業者による GHG 排出量の算定報告公表制度の構築支援を実施予

定。これはアジア・ゼロエミッションとして日本方式の導入を合意したことに基づ

くもので、日本の温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度（SHK 制度）、省エネ

法・温対法・フロン法電子報告システム（EEGS）を各国の状況・制度にあわせた普

及展開を目指すもので、本プロジェクトで実施する民間企業のサステナビリティ情

報開示と GHG インベントリの質の改善につながる国特有の排出係数の開発にかかる

活動との連携が想定される。 

２）他の開発協力機関等の援助活動 

世界銀行、ADB、AFD 等が関連するプロジェクトを実施しており、各ドナーと情報共

有及び重複する協力の回避に向けた協調を行いつつ、本事業を実施する予定。ADB は、

AFD とともにフィリピンの気候変動対策・政策の策定と実施を支援・促進することを目

的とした CCAP を 2020 年に開始。「気候変動対策プログラム・サブプログラム 1・2」

に加えて、「NDC Support Project for the Philippines (NSPP)」を通じて NDC 実施計画の

策定、NDC 更新を支援するとともに、パリ協定 6 条に係るフィリピン政府の戦略・政

策・法制度整備、レジストリの設計支援を実施しており、本事業の DENR に係る活動と

の連携が想定される。 

（９） 環境社会配慮・横断的事項・ジェンダー分類 

１）環境社会配慮  

① カテゴリ分類（C） 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2022

年 1月版）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

２）横断的事項：本事業は、パリ協定の実施体制強化や投資環境整備、気候資金へのア

クセス向上を促進する観点から、同国のパリ協定に基づく「自国が決定する貢献（NDC）」

における目標と整合するものであり、気候変動対策（緩和・適応）に資する。 

３）ジェンダー分類：  

（GI）ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件 

＜活動内容/分類理由＞ (1) 詳細計画策定調査でジェンダー主流化ニーズが調査されたも

のの、ジェンダー平等や女性のエンパワメントに資する具体的な取り組みを実施するに至

らなかったため。 

(2) 本事業の C/P である 3 機関はいずれも女性職員が多く、本事業において実施する本

邦・現地研修等においては女性の高い参加が見込まれるが、本邦・現地研修の実施におけ

るジェンダーの配慮への留意をはじめ、プロジェクト運営に際しジェンダーへの留意を行

う。 

（１０） その他特記事項 特に無し。 

       

４．事業の枠組み                                             



 

（１） 上位目標：持続可能なプロジェクト管理能力の強化、サステナビリティ報告の情報

開示と透明性枠組みの強化、気候変動対策の実施とモニタリングの能力構築によって、

フィリピンにおける気候変動関連の取り組みが継続的に強化される。 

指標及び目標値：国毎の決定（NDC）と国家適応計画（NAP）のような気候変動に関す

る公式文書が適時更新・公表される。 

（２） プロジェクト目標：能力構築と関連システムの改善を通じて、サステナブル・ファ

イナンスと透明性が強化され、気候変動対策の実施・モニタリングが強化される。 

指標及び目標値： 

１． サステナビリティと透明性が強化され、気候変動政策・プログラム・施策に組み込

まれる。 

２． 関連する制度・ガイドラインが改善・開発される。 

（３） 成果 

成果１：サステナブル・フィナンス・ロードマップ（SFR）およびその他の関連ロード

マップ／戦略／ガイドラインに基づく持続可能なプロジェクト管理能力が強化される。 

成果２：企業のサステナビリティ報告に基づく情報開示が強化される。 

成果３：強化された透明性枠組みの下で報告能力と緩和策の実施能力が強化される。 

（４） 主な活動 

成果１：持続可能な管理能力の強化 

サステナブル・ファイナンス・ロードマップ（SFR）と気候ファイナンスに関する既存制

度をレビューし、改善点を特定し、SFR に基づくプロジェクトの明確かつ包括的なガイド

ラインを作成。関連するステークホルダーと共同でプロジェクトの実施を進め、ガイドラ

インの遵守と有効性をモニタリング。また、能力強化計画を策定し、対面式の研修やコミ

ュニケーション戦略の準備も支援。 

成果２：企業のサステナビリティ報告に基づく情報開示の強化 

上場企業のためのサステナビリティ報告ガイドライン改訂案およびサステナビリティ報告

（SuRe）フォームによる報告プロセスや情報開示を見直すとともに、透明性を確保するた

めの国際基準や現地基準の実施の機会と課題を特定。企業の温室効果ガス（GHG）排出量

の算定や気候リスク評価を含む新しい研修教材の開発により、上場企業の能力向上を図る。

また、SEC を対象とする報告基準や内容のレビューに関する研修を実施し、ガイドライン

改訂版の参考マニュアルを作成。 

成果３：透明性枠組みの下の報告・実施能力強化 

工業プロセス及び製品使用（IPPU）分野及び廃棄物分野の既存の国家 GHG インベントリ

の作成、GHG 排出・削減の測定報告検証（MRV）、国が決定する貢献（NDC）進捗トラ

ッキングに係る既存のシステム・政策・制度・プロセスを見直し、提言を作成。IPPU 分

野・廃棄物分野の GHG インベントリの質改善のためのガイドライン・ツールの作成等を

行うとともに、一部のサブセクターの GHG 排出量推計のための排出係数・パラメーター

を開発。また、IPPU 分野・廃棄物分野の GHG 排出量と NDC 進捗トラッキングのための

ツール・方法論等の能力強化を実施。パリ協定 6 条の実施にむけた既存の制度・プロセス



 

を見直し、課題・優先事項を特定し、6 条実施のための提言を作成。 

 

５．前提条件・外部条件                                                   

（１） 前提条件 

・関連省庁／機関および民間セクターがプロジェクトに参加する。 

・関連省庁／機関および民間セクターは、必要な情報やデータをプロジェクトに提供する。 

（２） 外部条件 

・NDC、NAP、フィリピン開発計画（PDP）の実施に係るフィリピン政府のコミットメン

トが維持される。 

・フィリピンにおける関連政策に大幅な変更がない。 

 

６．過去の類似案件の教訓と本事業への適用                                                 

（１） ベトナム国の類似案件では、ベトナム政府が掲げる排出削減目標の達成においては、

関係省庁だけではなく民間企業の気候変動対策の取組の促進が不可欠であり、ベト

ナム商工会議所と連携し、GHG 算定報告制度の対象となるセクターの民間企業を対

象とする研修等の実施が有効であったことから、本事業では、サステナビリティ報

告の対象企業およびその他企業の能力強化を行う際、フィリピン商工会議所等の関

連組織との連携を検討する。また、GHG 算定報告制度のオンラインシステムの構築

について、報告制度は政令で規定されていたが、算定のための方法論は各セクター

の関係省庁が別途定める必要があり、その省令等の発出に時間を要しプロジェクト

の協力期間を延長せざるを得ない状況となった。さらに、オンラインシステムの活

用について政令に言及が無かったため同システムの制度化に必要な手続きを確認す

ることに時間を要した。かかる教訓を踏まえ、本事業においては、サステナビリテ

ィ報告や透明性強化等についてフィリピン国内の関係制度の法的根拠の確認を確実

に行い、必要な制度整備も含め、プロジェクト期間内で活動を実施するようプロジ

ェクト計画に反映する。 

（２） GHG インベントリに係る類似案件では、妥当性、有効性、インパクトについて高

い評価を得たが、持続性は中程度とされた。関係省庁へのデータ提出要請にかかる

法的根拠が整備途上であり、法令化に向けたフォローアップが必要、また関係省庁

との調整を考慮したプロジェクト運営が必要であったとの所見が得られた。GHG イ

ンベントリの作成には、排出量の算定に必要なデータを保有する関係省庁／機関等

の協力が不可欠であり、当該機関との協調は協力の持続性に関わる重要事項となる

ため、本事業ではインベントリ作成の改善計画策定にあたり、関係省庁／機関等と

の協力推進、役割分担に配慮する。 

      

７．評価結果                                     

本事業は、フィリピンの開発課題・開発政策並びに我が国および JICA の協力方針・分

析に合致し、持続可能なプロジェクト管理の能力を強化し、サステナビリティ報告の開示



 

と透明性枠組みを強化させ、国内外の合意に基づく気候変動対策の実施とモニタリングの

能力を構築することにより、フィリピンにおける気候変動に係る取り組みの強化に資する

ものであり、SDGs ゴール 13「気候変動とその影響への緊急の対処」に貢献すると考えら

れることから、事業の実施を支援する必要性は高い。 

       

８．今後の評価計画                                    

（１） 今後の評価に用いる主な指標      

４．のとおり。 

（２） 今後の評価スケジュール    

事業開始 6 カ月以内  ベースライン調査   

事業終了 3 年後    事後評価    

  

以上 


